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別添資料１



126
7%

357
20%

34
2%53

3%
226
13%

954
55%

障害者相談支援事業の対応日・対応時間

365日対応＋24時
間（夜間は宿直）

対応

365日対応＋24時
間（夜間は携帯）

対応

365日対応＋24時
間対応なし

365日対応してい

ない＋24時間（夜

間は宿直）対応

365日対応してい

ない＋24時間（夜

間は携帯

365日対応してい

ない＋24時間対

応なし

1,301
74%

361
21%

70
4%

18
1%

障害者相談支援事業の運営方法

３障害一元化して

実施

障害種別ごとに実

施

地域包括支援セン

ターと一体的に実施

（３障害一元化）

その他

1,750市町村数：

障害者相談支援事業について

992
57%

575
33%

183
10%

障害者相談支援事業の実施形態

単独で実施

複数市町村共同

で実施

単独＋複数市町

村共同で実施

市町村数： 1,750 市町村数： 1,750

179
10%

583
33%988

57%

障害者相談支援事業の対応時間

24時間対応（夜間

は宿直により対

応）

24時間対応（夜間

は携帯電話により

対応）

24時間対応してい

ない

市町村数：市町村数： 1,750

１

339
19%

1,122
64%

289
17%

障害者相談支援事業の実施方法

直営で実施

指定相談支援

事業所に委託

で実施

直営で実施＋

指定相談支援

事業所に委託

で実施

※ 「地域包括支援センターと一体的に実施（３障害一元化）」と、「３障害一
元化して実施」又は「障害種別ごとに実施」の場合は、「地域包括支援セン
ターと一体的に実施（３障害一元化）」に集計

※ 「３障害一元化して実施」と「障害種別ごとに実施」の場合は、「３障害一
元化して実施」に集計

517
29%

877
50%

221
13%

135
8%

障害者相談支援事業の対応日

365日対応してい

る

平日（月～金）の

み対応している

平日（月～金）＋

土曜日対応して

いる

その他

1,750 市町村数： 1,750

365日対応＋24時間対応
483 27%
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ピアカウンセリングの実施状況（対象障害別）

障害者相談支援事業について

665
38%

53
3%

1,032
59%

ピアカウンセリングの実施状況

実施

（未実施であるが）Ｈ22年
度中に実施予定

未実施（Ｈ22年度も実施

予定なし）

市町村数： 1,750 665実施市町村数：

２

○ 151.5億円

※ 地域活動支援センターⅠ型が行う相談支援業務以外の事業費や居住サポート事業費などを含めて報告している市町村が存在するた
め、必ずしも正確な市町村の一般的な相談支援に係る委託費の予算額とはなっていない。

※ 1,750市町村のうち一般的な相談支援を指定相談支援事業者へ委託している市町村数（1,411市町村）で単純に割った場合、1市町村
当たり1,074万円。

（委託している市町村（1,411市町村）の中には、「委託」のみの市町村と、「直営＋委託」を組み合わせている市町村の両方が含まれ
ていることに注意が必要。）

障害者相談支援事業（一般的な相談支援）に係る委託費の予算額（全国ベース）（Ｈ２２年度）

78%

48%
69%



80
61%

23
18%

27
21%

ピアカウンセラーの人数

身体障害

知的障害

精神障害

３

74
11%

613
89%

相談支援事業に係る都道府県の指定の有無

指定あり 指定なし

591
86%

84
12%

5
1%

2
0%

2
0%

3
1%

窓口の設置場所

市町村役所

公共施設

障害福祉サービス事業所内

障害者支援施設

その他
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専門的職員の人数

社会福祉士

保健師

精神保健福祉士

看護師・准看護師

介護福祉士

介護支援専門員

臨床心理士

その他の専門的職員

直営部分の窓口数： 687 687直営部分の窓口数：

相談支援の業務に従事する者の人数：

このうち、相談支援専門員の人数：810
相談支援専門員以外の人数：2,109

2,919 ピアカウンセラーの人数： 130

※１人の者が複数の資格を有する場合は、複数に人数を計上

（参考）障害者相談支援事業を直営又は直営＋委託で行う場合の「直営部分」の実施状況
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「地域包括支援センター」等と一体的に総合的な窓口を設置し

ている窓口

地域包括支援センター関係

就労支援関係

保健・子育て・発達支援関係

市町村総合相談関係

26
4%

38
5%

623
91%

対応時間

24時間対応（夜間

は宿直）

24時間対応（夜間

は携帯）

24時間対応してい

ない

37
6%

614
89%

16
2%

20
3%

対応日

365日

平日（月～金）

平日＋土曜日

その他

４

687直営部分の窓口数： 直営部分の窓口数： 687

591
86%

27
4%

4
1%

65
9%

相談支援事業の障害種別等別の対象者

3障害＋障害児

3障害のみ

障害児のみ

その他

直営部分の窓口数： 687

116
一体的に総合的な窓口を設置している
窓口数：

（参考）障害者相談支援事業を直営又は直営＋委託で行う場合の「直営部分」の実施状況

※1つの窓口が複数の関係と一体的に総合的な窓口を設置している場合は、複数に計上

13
2%

21
3%

3
0%

13
2%

17
3%

620
90%

対応日・対応時間

365日対応＋24
時間（夜間は宿

直）対応
365日対応＋24
時間（夜間は携

帯）対応
365日対応＋24
時間対応なし

365日対応してい

ない＋24時間（夜

間は宿直）対応
365日対応してい

ない＋24時間（夜

間は携帯
365日対応してい

ない＋24時間対

応なし

365日対応＋24時間対応
24 5%

直営部分の窓口数： 687
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市町村相談支援機能強化事業の未実施の理由

既存の相談支援体制で対応可

能

困難ケース等がない

財源の確保が困難

専門的職員の人材確保が困難

強化すべき課題が未整理

その他

市町村相談支援強化事業について

５
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市町村相談支援機能強化事業の実施状況（経年比較）

実施市

町村数

実施率

824
47%

12
1%

914
52%

市町村相談支援機能強化事業の実施状況

実施

（未実施であるが）Ｈ22年度中

に実施予定

未実施（Ｈ22年度も実施予定な

し）

788

210
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市町村相談支援機能強化事業の実施内容

専門的職員による困難ケース等

への直接相談支援の実施

専門的職員による困難ケース等

に対応している相談支援事業者

への指導の実施

専門的職員による地域自立支援

協議会を構成する相談支援事業

者等に対する専門的な指導、助

言等

その他

市町村数： 1,750

未実施（Ｈ22年度も実施予定なし）
市町村数： 914

実施市町村数： 824



市町村相談支援強化事業について
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市町村相談支援機能強化事業の専門職員の資格

社会

福祉士

保健師

精神保健

福祉士

その他

実施市町村数： 824

６



13
6%

202
89%

3
1%

9
4%

住宅入居等支援事業の実施方法

直営で実施

指定相談支援事業者に

委託で実施

不動産業者に委託で実施

その他

住宅入居等支援事業（居住サポート事業）について

７

224
13%

21
1%

1,505
86%

住宅入居等支援事業の実施状況

実施

（未実施であるが）Ｈ22
年度中に実施予定

未実施（Ｈ22年度も実施

予定なし）
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221 224
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数

住宅入居等支援事業の実施状況（経年比較）

実施市

町村数

実施率

市町村数： 1,750

実施市町村数： 224

※ 3市町村が複数の実施方法で実施しており、ダブルカウントしているため、
合計数は実施市町村数224と一致しない。

委託で実施市町村数： 214

35
16%

115
54%

6
3%

58
27%

住宅入居等支援事業の委託料の支払方法

A 事業費補助方式による

出来高払い

B 人件費補助方式による

総額人件費補助払い

A＋B

その他
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住宅入居等支援事業の未実施の理由

利用希望者がいない

財源の確保が困難

入居支援を実施できる人材の

確保が困難

24時間支援を実施できる事業

所がない

その他

89
84%

9
8%

8
8%

居住サポート事業における２４時間支援の利用期間の上限

上限を設けていない

6カ月以内

1年以内

住宅入居等支援事業（居住サポート事業）について

８

44

188

106
119

21
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住宅入居等支援事業の実施内容

障害者向け住宅の確保、リスト

の作成

入居支援（不動産業者に対する

物件斡旋依頼、家主等との入

居契約手続き支援）

24時間支援（緊急対応が必要と

なる場合における相談支援、関

係機関との連絡・調整等、必要

な支援を行う）
居住支援のための関係機関に

よるサポート体制の調整

その他

実施市町村数： 224
24時間支援の実施市町村数：106

※ 3市町村が複数の夜間の体制を整備しており、ダブルカウントしているため、
合計数は実施市町村数106と一致しない。

1,505
未実施（Ｈ22年度も実施予定なし）
市町村数：

24時間支援の実施市町村数： 106

16
15%

93
85%

居住サポート事業における２４時間支援の夜間の体制

宿直

携帯電話による連絡体制

を整備
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住宅入居等支援事業とあんしん賃貸支援事業が連携していない

理由

身近な地域で実施されていない

具体的な連携方法が分からない

利用希望者がいない

その他

住宅入居等支援事業（居住サポート事業）について

９

【入居支援及び24時間支援の実利用者数】
○入居支援：1,195人
○24時間支援：417人

【一般住宅への入居に結びついた実利用者数】
○入居支援の実利用者数1,195人のうち、一般住宅へ

の入居に結びついた実利用者数：525人
○525人のうち、あんしん賃貸支援事業の利用により一

般住宅への入居に結びついた実利用者数：3人

住宅入居等支援事業の実利用者数等（Ｈ21年度）

実施市町村数： 224

29
13%

195
87%

住宅入居等支援事業とあんしん賃貸支援事業との連携

連携している

連携していない

実施市町村数： 224 195連携していない市町村数：



277
67%

89
22%

45
11%

成年後見制度利用支援事業の利用者数（助成対象別）（Ｈ21年度）

申立費用

のみ助成

成年後見人等の報酬のみ

助成

申立費用及び成年後見人

等の報酬を助成

成年後見制度利用支援事業について

704
40%

92
5%

954
55%

成年後見制度利用支援事業の実施状況

実施

（未実施であるが）Ｈ22年度中に

実施予定

未実施（Ｈ22年度も実施予定な

し）

504 560
686 704
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成年後見制度利用支援事業の実施状況（経年比較）

実施市

町村数

実施率

市町村数： 1,750

516
73%

188
27%

成年後見制度利用支援事業の対象者

市町村長申立てのみ

市町村長申立て以外も含む

実施市町村数： 704 利用者数： 411

１０
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成年後見制度利用支援事業の未実施の理由

利用希望者がいな

い

財源の確保が困難

その他

成年後見制度利用支援事業について

１１

954
未実施（Ｈ22年度も実施予定なし）
市町村数：

272
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成年後見制度利用支援事業の利用者数（経年比較） 成年後見制度利用支援事業の助成額（Ｈ21年度）

【助成額総額（全国ベース）】
○申立費用のみ助成：7,549,620円
○成年後見人等の報酬のみ助成：22,329,467円
○申立費用及び成年後見人等の報酬を助成：4,238,995円
○合計：34,118,082円

【利用者１人当たりの平均助成額（年間）】
○申立費用のみ助成：27,225円
○成年後見人等の報酬のみ助成：250,893円
○申立費用及び成年後見人等の報酬を助成：94,200円
※ 助成額総額（全国ベース）を利用者数（助成対象別）（Ｈ21年

度）で単純に割った場合の助成額

実施市町村数： 704
利用者数： 411



429
10%

3,385
82%

155
4%

168
4%

サービス利用計画作成費支給認定者数（支給認定事由別）（Ｈ22年4月1日）

A 障害者施設からの退所等に伴い、一定期間、集中的に支援が必要な者

B 単身の世帯に属するため又はその同居している家族等の障害、疾病等のため、自

ら指定障害福祉サービス事業者等との連絡調整を行うことが困難な者

C 重度障害者等包括支援に係る支給決定を受けることができる者

A・B・Cの重複

サービス利用計画作成費について
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3,354
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85%
81%

82%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

支給認定者数・・・Ｈ20年4月１日

利用者数・・・Ｈ20年4月分

支給認定者数・・・Ｈ2１年4月１日
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支給認定者数・・・Ｈ22年4月１日

利用者数・・・Ｈ22年4月分
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割
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数

サービス利用計画作成費支給認定者数及び利用者数（経年比較）

支給認定者数

利用者数

利用者数の支給認定者数

に対する割合

認定者数： 4,137

１２



サービス利用計画作成費について
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15%

137
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98
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サービス利用計画作成費利用者数（区分別）（Ｈ22年4月分）

区分１ 区分２

区分３ 区分４

区分５ 区分６

障害児 その他

791
23%

975
29%

1,153
34%

288
8%

98
3%

93
3%

15
0%

サービス利用計画作成費利用者数（障害別）（Ｈ22年4月分）

身体

知的

精神

身体＋知的

知的＋精神

身体＋精神

身体＋知的＋精神

利用者数： 3,413 利用者数： 3,413
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当市町村の方針でサービ

ス利用計画作成等業務は

委託料の中で対応

管内の指定相談支援事業

所の人員体制上対応が困

難なため

管内の指定相談支援事業

所が業務に比べ報酬が低

いことを理由に実施しない

その他

市町村数： 1,750



55%
20%

3%
48%

17%
18%

24%
69%

16%
8%

56%
53%

27%
19%

79%
19%
19%

74%
64%

86%
9%

39%
19%

73%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

その他

地域住民の代表者

主任児童委員

民生委員・児童委員

知的障害者相談員

身体障害者相談員

都道府県(行政職員)
市町村(行政職員)

児童相談所

保育所

保健所・保健センター

公共職業安定所（ハローワーク）

大学等（学識経験者など）

権利擁護関係団体(権利擁護関係者)
障害当事者団体・障害当事者(障害者相談員を除く)

高齢者介護の関係機関

民間企業

教育関係機関（特別支援学校など）

医療機関（病院・診療所など）

障害福祉サービス事業者

発達障害者支援センター

障害者就業・生活支援センター

指定相談支援事業者（障害者相談支援事業の委託なし）

指定相談支援事業者（障害者相談支援事業の委託あり）

地域自立支援協議会の構成メンバー（所属別）

地域自立支援協議会について

1,485
85%

104
6%

157
9%

地域自立支援協議会の設置状況

設置

（未設置であるが）Ｈ22
年度中に設置予定

未設置（Ｈ22年度も設

置予定なし）
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79%

158
16%

53
5%

地域自立支援協議会の事務局の運営方法

直営で実施

委託で実施

その他

1,188
1,426 1,485

66%

79%
85%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

Ｈ20年4月１日 Ｈ21年4月１日 Ｈ22年4月１日

設
置
率

設
置
市
町
村
数

地域自立支援協議会の設置状況（経年比較）

設置市町村数

設置率

市町村数： 1,750 協議会数： 1,020

１４

協議会数： 1,020

各機関に所属している者をメンバー
としている協議会の割合

(564)
(200)

(35)
(494)

(176)
(181)

(245)
(708)

(167)
(79)

(573)

(745)
(191)

(394)
(94)

(881)
(650)

(752)
(190)
(193)

(809)
(190)

(278)
(544)



地域自立支援協議会について
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地域自立支援協議会の専門部会の設置状況
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534

104

14

84

0

100

200

300

400

500

600

協
議
会
数

地域自立支援協議会の専門部会の種類
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専門部会を課題別に設置している場合の課題の種類

権利擁護

関係

地域移行

関係

退院促進

関係

就労

関係

子ども

関係

その他

協議会数： 1,020 640専門部会設置協議会数：

534課題別の専門部会設置協議会数：

１５
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